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要旨 

 下層植生の動態や表土流亡の抑止に及ぼす列状間伐の長期的な影響を評価するため、伐採列を

１～３列まで変えて伐採したヒノキ人工林で経過を調査しました。伐採後、伐採列内の光環境は

短期的には向上し、下層植生の植被率は増加しました。しかし、伐採 12 成長期後には、３伐６残

の伐採列のみに林冠に疎開箇所があり、植被率やリター被覆率が高い傾向がありました。また、

表土流亡の間接指標である土壌侵食危険度指数は、３伐６残の伐採列だけが低い（表土流亡の発

生する危険性が低い）状態でした。 

 

はじめに 

国土保全、水源涵養などの生態系サービスを森林地域で持続的に発揮させるためには、森林の

適正な管理が重要です。一方、ヒノキ一斉人工林には、間伐等の手入れが行われないまま過密な

状態になると、下層植生が衰退し、表土流亡（堆積リターおよび表層土壌の流出）が発生しやす

くなるという管理上の問題があります。これは、ヒノキが主要造林樹種であり、その造林地を多

く抱える岐阜県にとって、林地保全や林業経営の保続を考えるうえで早急に解決が必要な課題で

あると考えられます。 

表土流亡の抑止には、堆積リターや下層植生で地表面が広く覆われた状態にすることが有効で

すが、現在、林木の保育や保安林整備を目的とした間伐・本数調整伐で採用されている方法（伐

採率 30%程度の点状間伐）では、林床の光条件の改善が不十分で、植生回復の効果がみられなか

った事例（横井ら 2008）が報告されています。光条件をより積極的に向上させる手法には列状間

伐がありますが、列状間伐後の下層植生の動態や表土移動を扱ったこれまでの報告（富士本 

2009；宮崎 2013；溝口ら 2018）は、調査期間が短いため、事業を計画実施する立場としては、

事業間隔等の設計材料が不足しています。そこで、列状間伐が下層植生の動態と表土流亡の抑止

に及ぼす長期的な影響を評価するため、19 年生ヒノキ人工林を列状に伐採し、伐採後 12 成長期

間の経過を調査しました。 

 

１ 調査方法 

調査は岐阜県加茂郡七宗町の岐阜森林管

理署管内・七宗国有林（1233 い林小班）のヒ

ノキ一斉人工林で行いました。調査地は標高

500～570m で、平均傾斜 28 度の西向き斜面に

あり、土壌の母材はチャート、土壌型は適潤

性褐色森林土～適潤性褐色森林土（偏乾亜

型）でした。近隣の気象観測所（岐阜県美濃
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図－１ 調査区のレイアウト 
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図－３ 伐採 10 成長期後の定性間伐区と列状間伐区の各伐採列の林床の様子 
調査地の下端から斜面上方に向かって撮影。 

加茂市西町、標高 74m）における平年値は平均気温 14.6℃、年降水量 1,739.6mm でした（気象庁 

2019）。この林分では 1989 年３月に密度 3,800 本/ha で植栽され、1989 年から６年間の下刈りと

2001 年に１回の除伐が行われていました。 

列状間伐が林木の成長や下層植生に及ぼす影響を検証するため、2007 年５月、19 年生時に初回

間伐を行い、定性間伐区（対照区）、および１列２m 幅で伐採を行った１伐２残、２伐４残、３

伐６残の列状間伐区（本数間伐率はいずれも 33%）を設置しました（図－１）。以降、列状間伐

区の伐採列を n 伐区（ｎは伐採列の幅）、残存列をｎ残区（ｎは残存列の幅）と表現します。 

列状間伐区の各伐採列と定性間伐区に１箇所ずつ設置した調査枠（２m×１m）において、伐採

直後から 2016 年までの 10 成長期間、下層植生の植被率を継続調査しました。次に、伐採後 12

成長期が経過した 2018 年８月に、定性間伐区、および列状間伐区の各伐採列、同各残存列に調査

枠を８箇所ずつ新設し、林床の光環境、林床被覆（下層植生の植被率、リターの被覆率）、地表

面の状態を調査しました。このうち光環境については、デジタルカメラ（ニコン COOLPIX 990）

と魚眼レンズ（ニコン FC-E8）を調査枠上に設置して全天空写真を撮影し、Ishida（2004）の方

法により相対散乱光強度を計算しました。下層植生については、１m×１m の調査枠で維管束植物

の植被率を記録しました。リターと地表面の状態については、植生調査枠の中央に配置した 0.5m

×0.5m の調査枠で、落葉落枝の被覆率と細

根の露出面積、土柱の個数、段差面積（段差

の延長×高さ）を測定しました。また、細根

露出面積、土柱個数、段差面積から土壌侵食

危険度指数（梶原ら 1999）を計算しました。

この指数は、表土流亡の程度を示す相対的な

指標であって、その痕跡が顕著な箇所ほど 0

～300 の間で大きな値になります（梶原ら 

1999）。 

 なお、本調査地における伐採直後の光環境

と下層植生の動態については富士本（2009）

に、間伐に対する林木の応答については三

村・堤（2018）に報告されています。 
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図－２ 下層植生の被覆率の経年変化 

定性間伐区と列状間伐区の各伐採列のみに固定調査枠を設

置。調査枠の個数は各１箇所。空欄は欠測。 



２ 結果 

 下層植生の経年変化をみると、植被率は伐採２成長期目までに高くなりました（図－２）。そ

の後、３伐区では植被率が年々高くなっている一方、その他の調査区では伐採３成長期目には低

下しはじめ、４成長期後以降は 10%以下になりました（図－２）。 

 図－３は、伐採 10 成長期後の定性間伐区と列状間伐区の各伐採列の林床の様子です。３伐区と

その他の調査区では、下層植生の状態が異なっていることが分かります。伐採 12 年後の下層植生

の植被率は、３伐区のみが高く、その他の調査区はばらつきがあるものの、３伐区と比べると低

率でした（図－４ａ）。リターの被覆率も同様で、３伐区の被覆率は、６残区を除くその他の調

査区よりも高い傾向が認められました（図－４ｂ）。 

 土壌侵食危険度指数は、３伐区のみが低い状態でした（図－４ｃ）。反対に他の調査区の値は

高く、かつ、ばらつきがあるものの伐採列と残存列の数値が同じ程度でした（図－４ｃ）。 

相対散乱光強度の平均値は、３伐区では 12.6%、その他の調査区では 3.4～6.3%で、前者と後者

の数値には差が認められました（図－４ｄ）。 

図－４ 調査区ごとの伐採 12 成長期後の下層植生の植被率（a）､リターの被覆率（ｂ）、土

壌侵食危険度指数（c）、および相対散乱光強度（d） 

調査枠の個数は各８箇所。箱ひげ図で示す。箱中の横線は中央値、箱は四分位範囲、ひげの両端は箱

の長さの 1.5 倍内にある最大値および最小値、ひげの外側の○は外れ値を示す。異なるアルファベッ

トは Steel-Dwass 検定による有意差（p＜0.05）を示す。 

0

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

0

50

100

150

200

250

50

100

150

200

250

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0

2

4

6

8

10

12

14

16

列状間伐
残 存 列

定性
間伐

2残 4残 6残 1伐 2伐 3伐

列状間伐
伐 採 列

列状間伐
残 存 列

定性
間伐

2残 4残 6残 1伐 2伐 3伐

列状間伐
伐 採 列

列状間伐
残 存 列

定性
間伐

2残 4残 6残 1伐 2伐 3伐

列状間伐
伐 採 列

列状間伐
残 存 列

定性
間伐

2残 4残 6残 1伐 2伐 3伐

列状間伐
伐 採 列

下
層
植
生
の
植
被
率

(%
)

a

(a) (b)

(c) (d)

リ
タ
ー
の
被
覆
率

(%
)

土
壌
侵
食
危
険
度
指
数

相
対
散
乱
光
強
度

(%
)

ab

bc

abcd

abcd

cd

e

a

ab

a

a

a
a

b

a

a

a
a

a

a

b

a

b

ac

ac abc

d

bc



３ 考察 

この調査地では、伐採前と伐採直後の林床の光

環境が記録されています（表－１）。これによる

と、伐採直後には林冠疎開が確認でき（図－５ａ

～ｄ）、林冠の開空率は、定性間伐区と列状間伐

区の伐採列の調査区のどちらも、伐採前と比べる

と高くなりました（富士本 2009）。常緑針葉樹

林の林床で落葉広葉樹が生育を持続するには15%

以上の相対散乱光強度が必要である（小池 1988）

とされています。この基準に照らすと、伐採直後

の光条件は、十分であるとはいえないものの、間伐前よりも改善したと推測されます。また、す

べての調査区で植被率が一時的に高くなった（図－２）ことから、間伐による植生回復の効果は、

短期的にはあったと考えられます。 

しかし、伐採 12 成長期後の植被率やリター被覆率（両者をあわせた林床被覆率）は、３伐区（３

伐６残区の伐採列）だけが高く、６残区（３伐６残区の残存列）やその他の調査区では低い傾向

がありました（図－４ａ、４ｂ）。この時、３伐区以外の相対散乱光強度は低率で、落葉広葉樹

が生育を持続できるだけの光条件（15%以上、小池 1988）が整っていませんでした（図－４ｄ）。

この調査地においてヒノキの枝伸長量は、５年間で２m 程度（三村・堤 2018）であると推定され

ています。したがって、両側の林縁木の枝が伸長することにより、１伐２残区の伐採列（２m）の

林冠ギャップは３年以内、２伐４残区の伐採列（４m）でも 10 年以内には再閉鎖すると考えられ

ます。実際に、調査林分では、３伐６残区の伐採列は確認できるものの、１伐２残区や２伐４残

区では林冠がほぼ再閉鎖しています（図－５Ａ～Ｄ）。このことから、調査林分では、列状間伐

による光環境の改善により下層植生は回復したものの、伐採幅が比較的広く確保されている３伐

区以外では、その効果は持続しなかったこのことから、調査林分では、列状間伐による光環境の

改善により下層植生は回復したものの、伐採幅が比較的広く確保されている３伐区以外では、そ
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表－１ 伐採前後の開空率の変化 

図－５ 伐採直後の定性間伐区（a）、１伐区（b）、２伐区（c）、３伐区（d）と伐採 12 成長期後の 

 定性間伐区（A）、１伐区（B）、２伐区（C）、３伐区（D）の林冠の様子（参考画像） 

伐採直後の写真（a～d）の一部は富士本（2009）より再掲。時期により撮影場所、魚眼レンズの画角、二値化

の際のしきい値が異なるので、開空率を単純に比較することはできない。 
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の効果は持続しなかったと考えられます。 

また、土壌侵食危険度指数は、３伐区だけが低い状態でした（図－４ｃ）。土壌侵食危険度指

数は、表土流亡の発生しやすさを示す間接的な指標であり、下層植生の植被率やリター被覆率（林

床被覆率）が高い林床ほど小さくなります（Miura et al. 2015；渡邉ら 2016；渡邉ら 2018）。

この調査地でも、下層植生の植被率やリター被覆率が高い調査枠ほど土壌侵食危険度指数が低い

傾向が認められています。以上のことから、列状間伐の長期的影響として、伐採 12 成長期後にお

いて地表面の被覆が高く、表土流亡が抑止された状態が保たれていたのは、３伐６残の伐採区だ

けであったと結論づけられます。 

 

おわりに 

これまでみてきたように、下層植生が衰退したヒノキ一斉人工林で、列状間伐により下層植生

の回復・維持を図るには、伐採列の列幅を確保することが効果的であるといえます。しかし、伐

採列を広く取れば、同時に残存列を広くする必要があるため、伐採列での好成績と引き換えに、

残存列での植生回復が見込めなくなるという問題点があります。逆に、伐採列の列幅を比較的狭

くした場合には、林冠が再閉鎖する前、数年以内に次の間伐を実施する必要があります。したが

って、実際の林分に適応する場合には、残存列において追加で点状伐採を行うとともに、林冠閉

鎖の程度や植生の動態を常に観察しながら次の間伐スケジュールを検討することが重要だと考え

られます。 
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